復興促進プログラム（Ａ－ＳＴＥＰ）

シーズ顕在化タイプ　課題申請書
（様式1）※申請書中の例示・注釈文（ピンク文字）は申請時には削除してください。

（基本情報）
1.基本情報

	課題名
	課題名

	課題概要
	※申請される課題の内容全体が分かるように、様式４の内容を踏まえて300字以内で記述してください。

※図、表の使用は不可です。



	研究開発費

(JST支出分総額)
	注1
	千円
	研究開発期間
	平成　年　月～平成　年　月

（　　ヶ月）

	
	基準額：


	
	

	復興推進分野　注２
	□グリーンイノベーション

□ライフイノベーション
	□ナノ・材料・ものづくり

□情報通信技術
□社会基盤
	□ナチュラルイノベーション

□その他

	技術分野

注３
	主
	コード表の番号

	
	副
	コード表の番号（複数可）
	コード表の番号（複数可）
	コード表の番号（複数可）
	コード表の番号（複数可）


注1 様式4の5.により合計額を算出の上、誤りがないよう記載してください。
注２ 共通事項P.32（A-STEPの復興推進分野）を参照の上、必ず一つ、選択してください。

注３ 「研究開発データベース・重点研究分野コード表」より選択してください。

	専用コード　注４
	技術要素
	1（必須）
	2（必須）
	3（任意）

	
	キーワード
	（例）生物活性物質


	（例）生物機能工学


	

	
	コード
	○○○○○

（例）6104A
	○○○○○

（例）5504B
	

	
	用途
	1（任意）
	2（任意）
	

	
	キーワード
	（例）食品機能


	
	

	
	コード
	○○○○○

（例）6105F
	
	


注4「専用コード表」より、技術要素として優先度の高い順に適切なキーワードおよびコードを２～３個選択してください（上段）。その成果として期待される用途が異なる場合、用途として優先度の高い順に適切なキーワード及びコードを０～２個選択してください（下段）。査読者決定の際の参考といたします。
（例1）「技術要素」: 生物活性物質6104A、生物機能工学5504B

「用　 途」: 食品機能6105F

（例2）「技術要素」: 知能ロボット1006H、自立システム1006M、情報機器・知能機械システム5007F

　　　 「用　 途」: 福祉・介護用ロボット1303R

（例3）「技術要素」: 生物機能工学5504B、光制御4903P

　　　 「用　 途」: 核酸治療1955H、ドラッグデリバリー7002P
2.申請者情報

	被災地域の企業

(企業責任者)注５
	企業名
	

	
	企業責任者

氏名
	
	企業責任者

フリガナ
	

	
	所属部署
	
	役職
	

	
	郵便番号
	000-0000
	住所
	

	
	TEL
	000-000-0000
	FAX
	000-000-0000
	e-mail
	xxxxxxxxxx@xxx.xx.xx

	
	e-Rad情報
	研究者番号：
	8桁の数字
	所属研究機関コード：
	10桁の数字

	大学等

(研究責任者) 注５
	研究機関名
	

	
	研究責任者

氏名
	
	研究責任者

フリガナ
	

	
	所属部署
	
	役職
	

	
	郵便番号
	000-0000
	住所
	

	
	TEL
	000-000-0000
	FAX
	000-000-0000
	e-mail
	xxxxxxxxxx@xxx.xx.xx

	
	e-Rad情報
	研究者番号：
	8桁の数字
	所属研究機関コード：
	10桁の数字

	大学等

(知的財産部門

･産学連携部門)注６
	所属機関名
	

	
	代表者

氏名
	
	代表者

フリガナ
	

	
	所属部署
	
	役職
	

	
	郵便番号
	000-0000
	住所
	

	
	TEL
	000-000-0000
	FAX
	000-000-0000
	e-mail
	xxxxxxxxxx@xxx.xx.xx


注５ 企業、大学等がそれぞれ複数参画することは可能ですが、申請者となるのは企業の代表機関、大学等の代表機関それぞれ1機関ずつです。

注６ 該当部門がない場合でも、所属学部・研究科の部局長とした上で必ず記載してください。なお、申請に当たっては、参画するすべての研究機関で本申請に関する事前の了解が得られていることが必要です。了解が得られていない場合、採択が取り消されることがあります。
3. 復興促進プログラム（A-STEP）への申請実績

※企業責任者、研究責任者、様式４の4. 1）参加者リスト記載の者を対象に、復興促進プログラム（A-STEP）の他タイプへの申請経験の有無、及び該当課題の情報（該当項目、本課題との関連性と相違点）をすべて記載してください。（欄が不足する場合、追加してください。）

	申請実績
	有　･　無

	該当

項目
	※A～Cいずれか該当するものを残し、他は削除してください。

A.今回の申請は、他タイプへの同時申請と関連がある。
B.今回の申請は、他タイプへの同時申請とは全く異なる。
C.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	公募回
	平成24年度
	支援タイプ
	○○○○○タイプ
	該当者
	○○責任者

○○　○○

	課題名
	○○○○○○○○○○

	今回の申請課題との

関連性と相違点
	※今回の申請との関連性と相違点を400字以内で記載してください。

(例) 今回申請する課題の～は、上記課題の～と、～という点で関連している。しかしながら、～を目的/理由として～を変更/追加/削除していることから、～の点で異なっている。

	該当

項目
	※A～Cいずれか該当するものを残し、他は削除してください。

A.今回の申請は、他タイプへの同時申請と関連がある。
B.今回の申請は、他タイプへの同時申請とは全く異なる。
C.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	公募回
	平成24年度
	支援タイプ
	○○○○○タイプ
	該当者
	参画者

○○　○○

	課題名
	○○○○○○○○○○

	今回の申請課題との

関連性と相違点
	※今回の申請との関連性と相違点を400字以内で記載してください。

今回申請する課題の～は、上記課題の～と、～という点で関連している。しかしながら、～を目的/理由として～を変更/追加/削除していることから、～の点で異なっている。


4.本申請に関するアンケート

※今回の公募情報の入手経路を、該当する項目の□を■にすることで選択してください。今後の事業運営の参考とさせていただきます。（複数可）

	A-STEPに関する情報の入手先

	□
	JSTのホームページ
	□
	ダイレクトメール

	□
	JSTのホームページにリンクするメール広告
	□
	公募説明会

	□
	インターネットのバナー広告
	□
	JSTのパンフレット

	
	
	
	（ﾊﾟﾝﾌ名：
	
	）

	□
	技術フェアやシンポジウム等のブースから
	□
	所属機関からの回覧等

	□
	知人等からの紹介
	□
	新聞、雑誌の記事

	□
	その他（
	
	）


（様式2）

（本申請に関係する特許･論文リスト）

※今回の課題の申請に関して、以後の説明（様式3の2.4)の比較表等）に用いる「出願特許」「参考文献」「比較文献」を最大3点まで記載してください。記載された「出願特許」「参考文献」「比較文献」は原則として添付が必要です。申請者の判断により添付をしない場合のみ、「添付」欄を「無」としてください。この場合、技術内容詳細が不明であることを理由に審査上不利益を被る可能性があることをご了解ください。

※以降、本申請書内で出願特許、参考文献、比較文献を引用する場合は、本様式の項番（出願特許１、参考文献1など）により引用してください。

※1出願特許：シーズ候補に関係する「研究責任者が発明者となっている特許」を指します。

※2参考文献：シーズ候補に関係する「研究責任者が著者となっている論文等」を指します。

※3比較文献：シーズ候補に関係する「先行文献または先行特許」を指します（先行文献、先行特許を合わせて最大3件までで記載してください）。

	出願特許※1

	項番
	発明の名称
	出願番号

・特許番号
	発明者
	出願人
	権利化の状況
	実施･実施許諾

の状況
	添付

	1
	
	
	全員明記
	全員明記
	審査請求済み
	なし
	有

	2
	
	
	
	
	不服審判請求済み
	自己実施
	有 

	3
	
	
	
	
	
	実施許諾
	有 

	参考文献※2

	項番
	タイトル
	掲載先
	著者
	概要
	添付

	1
	
	
	
	
	有

	2
	
	
	
	
	有

	3
	
	
	
	
	有

	比較文献※3

	項番
	タイトル

（特許の場合は発明の名称）
	掲載先

（特許の場合は出願番号・特許番号）
	著者

（特許の場合は発明者および出願人）
	概要


	添付

	1
	
	
	
	
	有

	2
	
	
	
	
	有

	3
	
	
	
	
	有


（様式3）

（シーズ候補とそれを用いて目指す事業化の内容）

※シーズ候補とは、研究責任者が行った大学等における基礎研究の中から、産業界の視点で見出された、イノベーション創出の基となりうる研究成果を指します。

※シーズ候補について、研究の背景、特徴、独創性、新規性、現状の問題点、について、定量的な実験データや図表を用いて記載してください。また、後述の2. 4)に関連しますが、最新の研究動向を踏まえた上で競合技術に対する優位性にも言及してください。

1.シーズ候補の内容

2.目指す事業化の内容

1）最終的に目指す目的

・本シーズ候補を基に、最終的にどのような製品・サービスを事業化し、それによって何を目指すのかについて記載してください。

・シーズ候補が被災地域の企業を通じた、イノベーションの創出（国際競争力の向上（国際的な基本特許の取得や国際標準化への取組み等）や、社会的価値・経済的価値の創出）に繋がる期待を読み取れるように記載してください

・選択した復興推進分野でＪＳＴが求める『課題解決内容』において、提案する本研究開発課題がどういう役割で何を解決することが期待されるか、あるいは何に貢献できることが期待されるか、という点も加えて記載してください。
・ＪＳＴの推進する、６つの復興推進分野に関する『課題解決内容』は、公募要領32ページをご参照ください。

・本タイプの審査の観点（③イノベーション創出の可能性）は、67ページをご参照ください。
2）想定している用途、利用分野およびその市場

・本技術をどのような用途、分野に利用し、その結果としてどのような市場（既存の市場か、新たな市場か、国内、海外）に、どのようなインパクトを与えると想定されるか（波及効果）について記載してください。

3）事業化に向けたリスク

・以下のポイントを参考に、事業化に向けて想定されるリスクと、それにどのように対応するのかについて記載してください。

・現在の技術水準で達成できるか、ブレークスルーが必要であれば、その難易度はどうか。

・競合技術の存在

・時間的制約（タイミングを失するとビジネスチャンスが失われるか）

・市場への参入障壁（慣習、規制など）

・副次的効果（製品・サービス等により、健康や安全、環境への問題を引き起こす可能性など）

4）競合技術に対する優位性
上記の目的を果たすことの出来る近似の技術（競合技術）との比較を行なって、本技術の優位性について記載してください。「近似の技術はない」等の記載は不可とします。

※競合技術に対する優位性を、「技術の優位性」「研究開発状況の優位性」「目指す成果の優位性」の3点において、記載してください。

※記載する上で比較対象とする特許･文献は、様式2のリストの項番で引用してください。

	比較表

	技術の優位性
	※下記の比較を踏まえて、シーズ候補の「技術の優位性」についての総合的な判断を記載してください。

	
	申請課題
	競合技術（比較対象）

	
	※「シーズ候補の特徴」「特許申請等の権利化の状況」等について、競合技術との差違を意識して記載してください。
	出願特許1,2
	※比較対象とする競合技術について、「技術内容」「文献・特許情報に関する内容」等を記載してください。
	比較文献1

	研究開発状況の優位性

（今後の課題）
	※下記の比較を踏まえて、シーズ候補の「研究開発状況の優位性」についての総合的な判断を記載してください。

	
	申請課題
	競合技術（比較対象）

	
	※「事業化構想の特徴」「問題点とその克服へ向けた考え方や取組み」等について、競合技術との差違を意識して記載してください。
	参考文献1
	※比較対象とする競合技術について、「どのように開発を進めようとしているか」「その進め方にどのような問題があるか」等をわかる範囲で記載してください。
	比較文献2

	目指す成果の優位性
	※下記の比較を踏まえて、シーズ候補の「目指す成果の優位性」についての総合的な判断を記載してください。

	
	申請課題
	競合技術（比較対象）

	
	※「本研究開発とその延長で目指す成果の特徴」「将来的な用途・応用範囲」等について、競合技術との差違を意識して記載してください。
	参考文献2,3
	※比較対象とする競合技術について、「今後、何を達成しようとしているか」「将来的な用途・応用範囲」等をわかる範囲でご記入ください。
	比較文献3


5)本目的のために被災地域の企業が果たす役割

※申請企業が本目的を果たす上でどのような役割を果たそうとしているか記載してください。

※申請時点において、申請企業が被災地域に所在がなく、被災地で研究開発や生産拠点等の立地等を予定している場合、被災地域へどのように展開することを考えているのか、現時点での構想を記載してください。

（様式4）

（シーズ顕在化タイプにおける研究開発計画）

1.目標

※様式3の2.で記載した目的を見据え、シーズ顕在化タイプでの研究開発において達成すべき目標を設定し、「目標」「目的との関連」「目標達成へ向けた問題点」「問題点の解決策」を記載してください。

1)目標１

（目標）

※今回掲げる目標を、数値等を用いて具体的に記載してください。

（目的との関連）

※様式3の2で記載した目的を果たすために、何故この目標が必要かについて記載してください。

（目標達成へ向けた問題点）

※本目標を達成する上での問題点を記載してください。

（問題点の解決策）

※上記問題点をどのように解決するか、その方法を記載してください。

2)目標２

（目標）

（目的との関連）

（目標達成へ向けた問題点）

（問題点の解決策）

3)目標３

（目標）

（目的との関連）

（目標達成へ向けた問題点）

（問題点の解決策）

・

・

・

2.知的財産戦略

※上記目標に関連して、シーズ顕在化タイプでの研究開発期間中に確保すべきと考える知的財産権、また回避が必要となる他者の知的財産権について、適切な特許マップを用いてその構想を記載してください。または、本シーズ技術の競争優位性を保つ･獲得する方法について記載してください。

3..実施内容

※1.目標、2.知財戦略を踏まえ、シーズ顕在化タイプにおいて実施する研究開発内容等を具体的に記載してください。

（１）実施項目１○○○○○○○○○○○○○○○○○の解明
（関連する目標）

※本実施項目に関連する目標を記載してください。

例）目標①○○○○○○○○○○○○○○

（実施機関・場所・期間）

※本項目を実施する機関、場所、期間を記載してください。

例）実施機関：～株式会社
実施場所：～株式会社　～研究所
実施期間：20XX年XX月～20XX年20XX年XX月

（実施内容）

※実施する研究開発（または調査等）の内容、方法を具体的に記載してください。

（２）実施項目２

（関連する目標）

（実施機関・場所・期間）

（実施内容）

（３）実施項目３

（関連する目標）

（実施機関・場所・期間）

（実施内容）

・

・

・

4.スケジュール

【研究開発項目毎の実施スケジュール】

	実施機関
	研究開発項目

（「３．実施内容」における研究開発項目を簡潔に記載してください）
	目標

（「１．目標」における定量的な目標を簡潔に記載してください）
	最長１２ヶ月

	
	
	
	1
	2
	3
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12

	チーム全体
	
	（次の研究開発ステージに進むための目標）

現状：＊＊＊＊＊＊＊＊

目標：現状比○○以上


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	大学等


	３－（１）

・（項目）
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	３－（２）

・（項目）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	３－（３）

・（項目）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	企業


	３－（４）

・（項目）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	３－（５）

・（項目）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	３－（６）

・（項目）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


4.実施体制

1)参加者リスト

	氏名
	所属機関
	本課題における立場
	エフォート

(%)

	
	部署･役職
	本課題において担当する内容
	

	○○ ○○
	～株式会社

～部～課 ～
	企業責任者(プロジェクトリーダー)
	1～100

	
	
	・課題全体の統括

・実施項目◎における～の主担当として～を行う

・実施項目◎における～の副担当として～を行う
	

	○○ ○○
	～株式会社

～部～課 ～
	
	1～100

	
	
	・～株式会社における知財管理担当

・実施項目◎における～の主担当として～を行う

・実施項目◎における～の副担当として～を行う
	

	○○ ○○
	～株式会社

～部～課 ～
	
	1～100

	
	
	・実施項目◎における～の主担当として～を行う

・実施項目◎における～の副担当として～を行う
	

	○○ ○○
	～大学

大学院～研究科 ～
	研究責任者
	1～100

	
	
	・～大学における研究開発の統括

・実施項目◎における～の主担当として～を行う

・実施項目◎における～の副担当として～を行う
	

	○○ ○○
	～大学

大学院～研究科 ～
	
	1～100

	
	
	・実施項目◎における～の主担当として～を行う

・実施項目◎における～の副担当として～を行う
	

	○○ ○○
	～大学

大学院～研究科 ～
	
	1～100

	
	
	・実施項目◎における～の主担当として～を行う

・実施項目◎における～の副担当として～を行う
	


エフォートは、総合科学技術会議におけるエフォートの定義「研究者の年間の全仕事時間を100％とした場合、そのうち当該研究の実施に必要となる時間の配分率（％）」に従い記入してください。なお、「全仕事時間」とは研究活動の時間のみを指すのではなく、教育・医療活動等を含めた実質的な全仕事時間を指します。

2)参加者の略歴※参加者リストに記載の方全てについて記載してください
	氏名
	所属機関
	生年月日19XX年00月00日
	性別　男・女

	
	部署･役職
	最終学歴

	
	
	19XX年○月　～大学大学院～研究科 修了

	
	
	専門分野

	○○ ○○
	～株式会社

～部～課 ～
	・

・

	本課題に関係する

研究開発の経歴
	


	氏名
	所属機関
	生年月日19XX年00月00日
	性別　男・女

	
	部署･役職
	最終学歴

	
	
	19XX年○月　～大学大学院～研究科 修了

	
	
	専門分野

	○○ ○○
	～株式会社

～部～課 ～
	・

・

	本課題に関係する

研究開発の経歴
	


5.研究開発費※平成24年度の研究開発開始は10月を想定してください。
1)委託研究開発費(JST支出分)の合計(千円)

※　２）の機関毎の内訳の合計としてください。

	年度

費目
	平成24年度
	平成25年度
	合計

	直接経費
	０，０００
	０，０００
	０，０００

	間接経費
	０，０００
	０，０００
	０，０００

	再委託費
	０，０００
	０，０００
	０，０００

	合計
	０，０００
	０，０００
	０，０００


2)委託研究開発費(JST支出分)の機関毎の内訳

※機関毎に記載してください。大学等、企業がそれぞれ複数ある場合は、枠を追加してください。※各項目すべて千円未満の端数が発生した場合は、切り捨てて千円単位で記入してください。

（注２）大学等で雇用するポスドク、研究補助員の従事率に応じた人件費等。

　　　　企業に所属する研究開発の専任者（月単位で合計1ヶ月以上専従となる者）の人件費。

（注３）大学等、企業とも、原則として直接経費の30％を上限として間接経費を措置します。間接経費率は整数としてください。

	～株式会社

	年度

費目
	平成24年度
	平成25年度

	
	金額

(千円)
	主な使途
	金額

(千円)
	主な使途

	直接経費
	物品費

(設備備品費)
	0,000
	・

・
	0,000
	・

・

	
	物品費

(消耗品費)
	0,000
	・

・
	0,000
	・

・

	
	旅費
	0,000
	・

・
	0,000
	・

・

	
	人件費･謝金

（注２）
	0,000
	・

・
	0,000
	・

・

	
	その他

(外注費)
	0,000
	・

・
	0,000
	・

・

	
	その他

(その他経費)
	0,000
	・

・
	0,000
	・

・

	
	小計
	0,000
	・

・
	0,000
	・

・

	間接経費　(間接経費率)
（注３）　　　　　小計
	(00%)
	
	(00%)
	

	
	0,000
	
	0,000
	

	再委託費
	0,000
	・
	0,000
	・

	合計
	0,000
	
	0,000
	


	～大学

	年度

費目
	平成24年度
	平成25年度

	
	金額

(千円)
	主な使途
	金額

(千円)
	主な使途

	直接経費
	物品費

(設備備品費)
	0,000
	・

・
	0,000
	・

・

	
	物品費

(消耗品費)
	0,000
	・

・
	0,000
	・

・

	
	旅費
	0,000
	・

・
	0,000
	・

・

	
	人件費･謝金
	0,000
	・

・
	0,000
	・

・

	
	その他

(外注費)
	0,000
	・

・
	0,000
	・

・

	
	その他

(その他経費)
	0,000
	・

・
	0,000
	・

・

	
	小計
	0,000
	・

・
	0,000
	・

・

	間接経費　(間接経費率)
小計
	(00%)
	
	(00%)
	

	
	0,000
	
	0,000
	

	再委託費
	0,000
	・
	0,000
	・

	合計
	0,000
	
	0,000
	


3) 企業が本研究で自ら負担することを考えている費用について、費目と概算金額を記載してください。
　物品費　○○計測器：○○○千円

　人件費　企業責任者の人件費：○○○千円　（※必ず記載してください）

（様式5）

（申請企業に関する情報）
1. 申請企業の概要

	2012年00月00日 現在

	企業名
	株式会社　○○○○
	上場
	有(　年　月)･無

	ホームページ
	http://

	本社所在地
	○○県○○市○○町○丁目○番○号

	工場
	本社工場（○○市）、□□工場（□□市）

	研究所
	本社研究所（○○市）

	代表者名
	代表取締役　○○○○

	役員数
	00
	名
	(
	00
	名[技術系役員]
	)
	資本金
	000,000
	百万円[単独]

	社員数
	00,000
	名[単独]
	(
	00,000
	名[研究開発要員]
	)
	
	
	

	
	00,000
	名[連結]
	
	
	000,000
	百万円[連結]

	主要株主
	○○○○（　　％）、□□□□（　　％）、△△△△（　　％）

	主要取引銀行
	○○銀行△△支店、□□銀行▽▽支店

	主要関係会社
	株式会社　○○○○（販売会社）

	JST等との関係
	ＪＳＴあるいは官公庁、公益法人等から受託研究、補助金等の実績があれば,

主なものについて記入してください。

	事業内容
	○○○○、□□□□の製造及び販売、△△△△の受託研究開発

	研究開発能力
	業種
	業種表から選択（主な１つ）
	研究開発分野
	研究開発分野表から選択（主な１つ）

	
	記入例）　□□研究所、▽▽㈱とも協力関係を築いており、本年度も☆☆☆☆の研究開発を実施している。（…等、研究開発の実施能力を示す事柄を記述してください。）

	研究開発実績
	記入例）　平成☆年、独自に○○○○を開発し製造販売している。また、◎◎◎◎について□□大学△△教授の協力を得て研究・開発を実施、企業化の目処が立ち、来年には販売開始予定である。（…等、主な実績を記述してください。箇条書きで結構です。）

	経営状況と

見通し
	記入例）

①当社は○○○のメーカーであり、当該分野では◎◎◎等は他の追随を許さぬ製品となっている。（…等、貴社の得意面を記述してください。以下同様。）
　②業績面については、主要需要先である△△△が、▽▽▽の東南アジア向けの市場拡大に支えられ高水準で推移したため、平成☆年☆月期売上高で対前期比○○％増の□□百万円を計上した。また、損益面については新製品の販売を開始、原価低減活動により経常利益で対前年比○○％増の□□百万円を計上した。
　③新製品（○○）の販売拡大等により増収、増益となる見通しである。


注）業種、研究開発分野は、公募要領の「企業の業種表および研究開発分野表」より主な１つをご記入ください。

2.申請企業の財務情報

	決算期

項目
	平成ｎ-2年00月期
	
	平成ｎ-1年00月期
	
	平成ｎ年00月期
	

	
	
	指数
	
	指数
	
	指数

	財政状態
	資本金
	A
	百万円
	100
	a
	百万円
	a/A×100
	a’
	百万円
	a’/A×100

	
	自己資本
	B
	百万円
	100
	b
	百万円
	b/B×100
	b’
	百万円
	b’/B×100

	
	総資産
	C
	百万円
	100
	c
	百万円
	c/C×100
	c’
	百万円
	c’/C×100

	経営状態
	売上高
	D
	百万円
	100
	d
	百万円
	d/D×100
	d’
	百万円
	d’/D×100

	
	経常利益
	E
	百万円
	100
	e
	百万円
	e/E×100
	e’
	百万円
	e’/E×100

	
	当期利益
	F
	百万円
	100
	f
	百万円
	f/F×100
	f’
	百万円
	f’/F×100

	財務比率分析
	自己資本比率
	B/C
	%
	b/c
	%
	b’/c’
	%

	
	経常利益率1
	E/D
	%
	e/d
	%
	e’/d’
	%

	
	経常利益率2
	E/C
	%
	e/c
	%
	e’/c’
	%

	
	研究開発費
	G
	百万円
	g
	百万円
	g’
	百万円

	
	(研究開発比率)
	G/D
	%
	g/d
	%
	g’/d’
	%

	
	配当率
	
	%
	
	%
	
	%

	特記事項
	


注）経常利益率１は対売上高、経常利益率２は対総資産、研究開発費率３は対売上高で記入ください。

注）配当率は年間配当金総額の株主資本に対する割合をご記入ください。
（様式6）

（他事業への申請状況）
1.JST内の復興促進プログラム（A-STEP）以外の事業への申請状況

※申請者（企業責任者・研究責任者）及び様式4の4.実施体制　１）参加者リストに記載の者が、現在、ＪＳＴから受けている助成金等（現在申込中のものを含む）、過去に受けた助成金等（３年以内）がある場合は、本申請と重複した内容かどうかにかかわらず、「有り」にチェックし、その事業名、課題名、実施期間、予算規模、申請代表者名、今回の申請に関連する参加者名、今回の申請課題との関連を正確に記入してください。複数ある場合は枠を適宜追加してください。

なお、過去に受けた助成金等については、本申請と重複した内容（発展･派生した内容を本申請とする場合を含む）の場合は、過去10年以内のものについて記載してください。

	JST内のA-STEP以外の事業への申請経験
	有　･　無　いずれか該当する方を記載

	申請状況
	申請中・実施中・終了済のいずれかを記載してください

	事業･制度名
	

	課題名
	

	実施期間
	20XX年00月
	～
	20XX年00月
	予算規模
	0,000,000
	千円[全体]

	申請代表者名
	

	関係する参加者とその分担額
	

	今回の申請課題との関連性と相違点
	


2.JST外の他事業への申請状況

※申請者（企業責任者・研究責任者）及び様式4の4.実施体制　１）参加者リストに記載の者が、現在、他制度（JST以外の官公庁、独立行政法人、公益法人等による制度）から受けている助成金等（現在申込み中のものを含む）、過去に受けた助成金等（３年以内）がある場合は、本申請と重複した内容かどうかにかかわらず、その制度の実施機関名、制度（事業）名、課題名、実施期間（予定含む）、予算規模、申請代表者名、今回の申請に関連する参加者名、今回の申請課題との関連を正確に記入してください。複数ある場合は枠を適宜追加してください。

なお、過去に受けた助成金等については、本申請と重複した内容（発展･派生した内容を本申請とする場合を含む）の場合は、過去10年以内のものについて記載してください。

	JST外の他事業への申請経験
	有　･　無　いずれか該当する方を記載

	申請状況
	申請中・実施中・終了済のいずれかを記載してください

	配分機関名
	

	事業･制度名
	

	課題名
	

	実施期間
	20XX年00月
	～
	20XX年00月
	予算規模
	0,000,000
	千円[全体]

	申請代表者名
	

	関係する参加者とその分担額
	

	今回の申請課題との関連性と相違点
	


（様式7）
（倫理面への配慮）
○本様式は、組換えＤＮＡ実験、遺伝子治療臨床研究、特定胚を取り扱う研究、ヒトＥＳ細胞の研究、ヒトゲノム・遺伝子解析研究、疫学研究、臨床研究に該当する研究を計画している場合、法令・指針等に基づく適切な措置が講じられているか、倫理面・安全面において問題はないか等について判断するためのものです。以下の事項について１ページで記入してください。

（１）申請する課題の内容が、上記の研究に該当するとの疑義を受ける恐れがある場合、又これらに関連する研究が計画されている場合は、各指針等との関係、倫理面・安全の確保面において講じるべき措置と対応状況、特に問題がないと判断した場合には、その理由等について具体的に記入してください。
（２）動物その他を用いる計画がされている場合は、各指針等に基づく国の確認等の適合状況、動物等を科学上の利用に供する場合の配慮状況、特に問題がないと判断した場合には、その理由等について具体的に記入してください。
該当がない場合も、その旨を記入してください。
（様式8）

（特殊用語等の説明）
	用語
	説明

	
	· 本申請書類で使用している業界用語、専門用語及び略語等の特殊用語のうち、研究を総合的に把握するうえで必要と思われるものについて、簡単な解説をわかりやすく記入してください。



	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


シーズ顕在化タイプ　提出書類チェックシート

	
	電子申請（e-Rad）
	郵送

（着払い不可）

	
	Word or　PDF
	紙媒体
	CDR

	シーズ顕在化タイプ課題申請書
	１ファイル
	□
	６部
	□
	CD-R　１枚

【100MB以内】

データは、

Word or　PDF
	□

	出願特許（３点以内）　

※
	-
	-
	
	

	参考文献（３点以内）


	
	
	
	

	比較文献（３点以内）


	
	
	
	

	企業パンフレット


	
	
	
	

	決算報告書（直近3期）または

有価証券報告書（直近3期）
	
	
	
	


※）　シーズ候補が特許（出願中のものも含む）の場合は、添付してください。該当特許がない場合は添付の必要はありません。

１．提出書類について漏れがないかチェックの上、提出してください。なお、提出書類に不足・不備がある場合は要件不備となりますのでご注意ください。

２．本紙（チェックシート）は、印刷版１枚を郵送物に同封してください。ただし、電子版のCD-Rへの書き込みは不要です。

３．一度提出された内容について、事務局からの問い合わせに対する対応以外、差し替え、追加、変更は一切認めません。


【送付先】

〒980-0811 宮城県仙台市青葉区一番町四丁目6番1号
　　　仙台第一生命タワービルディング20階
独立行政法人科学技術振興機構
JST復興促進センター仙台事務所　A-STEP募集担当

送付票

本様式の太枠内を記入しプリントアウトした上で、切り取り線で切り取って、応募封筒の裏面最上部に貼り付けてください。
	事務局使用欄

	課題番号
	

	課題番号（調整後）
	

	技術分野（調整後）
	

	e-Rad

応募番号
	1

2

1

0

2

0

0

1

7

0

0

1

0

0

1

2



	復興推進
分野
	
	技術

分野
	



（注1）e-Rad応募番号：e-Rad申請時に付与される21桁の番号（共通事項P.30）を記載してください。

（注2）復興推進分野：申請課題が属する復興推進分野を次の記号で記載してください

　　　　課題申請書（様式1）基本情報　復興推進分野の選択肢と同一としてください。

	記号
	分野名
	記号
	分野名
	記号
	分野名

	ア
	グリーンイノベーション
	イ
	ライフイノベーション
	ウ
	ナノ･材料・ものづくり

	エ
	情報通信技術
	オ
	社会基盤
	カ
	ナチュラルイノベーション

	キ
	その他


（注3）技術分野：申請課題が属する技術分野を次の記号で記載してください。

　　　　提案する研究開発課題の主たる研究開発要素の観点で最も近い分野を選んでください。

	記号
	分野名
	記号
	分野名
	記号
	分野名

	Ｈ
	情報通信
	Ｊ
	電子デバイス
	Ｋ
	機械･ものづくり

	Ｌ
	次世代エネルギー
	Ｍ
	機能材料
	Ｎ
	生物生産

	Ｐ
	医療技術
	Ｑ
	創薬
	
	


＜きりとり＞





＜きりとり＞
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